





Analysis on JapaneseAuto Parts Suppliers’business Recent Environment
Takehide Takahashi
Summary
Author analyzed annual press releases by JAPIA(JapanAutomobile Parts IndustriesAssociation).
This press release has two characteristics:
1) JAPIA accumulates financial statements of selected member companies and released them as composite data. By this
data those who concern can understand the latest status of Japanese auto parts industries as a whole.
2) Those reports always come with unanimous comments which refer the financial status and other business environment of
the year.
Author applied text analysis methodology and excerpted some characteristics which formed basic relationship
between parts industries and automakers in early 2000th
Author also refers to how to manage long term investment, especially for Research & Develop activities despite



















































































































































































































































































棚卸資産回転率 ＝ 売上高 ÷ 棚卸資産
8
使用総資本経常利益率＝経常利益÷当・前期末総資本の平均×１００％
9 流動資産÷流動負債×１００％
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図―１６（出典：自動車部品工業会資料より高橋作成）
図―１７（出典：自動車部品工業会資料より高橋作成）
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３） 長期負債及び短期負債の内容を借入金とそれ以外に分離して行った分析を図―１８及び図―１９に示す。
図―１８（出典：自動車部品工業会資料より高橋作成）
図―１９（出典：自動車部品工業会資料より高橋作成）
図―１８に示したとおり、短期借入金額は２００９年度の中間期までおおむね一定のレベルでコントロールさ
れているが、長期借入金は図―１９が明らかにしているように増加が著しい。かつ、これらが必ずしも設備投資
等いわば「利を生むための借り入れ」に向けられたものとは必ずしも言えない点が今後の個別企業の財務運用上
のポイントとして留意する必要がある。
なお、流動負債・流動資産の絶対額が減少しているが、これは下期の大幅な事業規模の縮小によるものである。
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９．考察
これまでの検討をまとめると以下の通りとなる。
１）部品企業と自動車メーカーの関係について、経済産業省は２００７年６月に「自動車産業適正取引ガイドラ
イン」を自動車メーカー、自動車部品メーカー、素形材産業関係者の参画の上でとりまとめた。
この中で同省は、「調達慣行の本質を、五つの原則（「開かれた公正・公平な取引」「調達相手先と一体とな
った競争力強化」「調達相手先との共存共栄」「課題・目標の共有と成果シェア」「相互信頼に基づく双方向
コミュニケーション」）で要約すると同時に、公正競争と競争力強化の同時達成の観点から、こうした調達戦
略を経営戦略の基本とすべきことを提案している。」
10
と述べている。ポイントとなるのは「提案している」
という言葉の選択である。斯くの如き「提案」を経済産業省がしなければならなかったこと自体が、２０００
年から数年の各種指標の動向からも見られるとおり、ガイドライン策定作業に参加した３主体の関係は「三方
良し」ではないという認識が官庁側に底流としてあることを示している。
仮に２００８年末の状況から回復をしたとしてもなおピーク時対比では相当縮小した規模と予想される自動
車販売を前提に、個別自動車メーカーが一定の利益を上げ得る経営戦略を検討する場合、サプライチェーンにか
かる負荷は一層厳しいものとなる可能性が高く、「ガイドライン」の存在は一層その重要性を増すと考えられる。
２）① 部品企業の売り上げが大幅に減少している現状で、過去の投資等のために借り入れた資金の返済は各社
の財務に大きなストレスをかけることになる。すなわち、
＊ キャッシュフローの確保
＊ 遊休化が長期化した設備の減損処理
の２点である。
② 設備投資の遊休化が長期化し、減損処理が行われるような事態に立ち至ると、金融機関との金銭消費貸
借契約条項中に通常埋め込まれている「財務制限条項」に抵触する可能性がある。
財務制限条項には様々な形態があることが知られているが、「純資産維持条項」と「利益維持条項」は多
くのケースで発見される。
③ この条項に抵触した企業に対して金融機関が与信の厳格化（資金の引き上げ、新規融資の拒絶）を行う
ことが懸念される一方で、金融機関側が条件を緩和した運用をしようとすると、「貸し出し条件緩和債権」
となり、貸倒引当金の積み増しが金融機関側に必要になることが金融機関側にとっての懸念材料となる。２
００９年３月に金融庁が公表した貸し出し条件緩和債権関係Ｑ＆Ａ
11
では、「コベナンツの変更、猶予そのも
のは貸出金の金利や返済期間の変更等の貸し出し条件の緩和を行うものではなく、債務者に対する取引の総
合的な採算には何ら影響を与えるものではない。従って、コベナンツの変更・猶予のみをもって「貸し出し
条件緩和債権」に該当すると判断するには及ばない」「ただし、債務者の経営が著しく悪化しており、金利
減免や元本返済猶予等と併せて行ったことにより取引の総合的な採算に影響及んでいる場合には、貸し出し
条件緩和債権に該当するか否かを検証しなければならないことに留意が必要である」
12
としており、長期資
金の返済が開始される時期に改めて個別の金融機関の対応の確認が行われる必要が生じよう。
13
10
「自動車産業適正取引ガイドライン」２００７年６月
http://www.meti.go.jp/press/20081224010/20081224010-15.pdf
11
http://www.fsa.go.jp/news/20/20090310-3.html
12
http://www.fsa.go.jp/news/20/20090310-3/01.pdf
13
平成２１年１１月３０日に成立した中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律
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３）２００８年度末に緊急時対策として開始された政府系金融機関による融資の内、「緊急時」であるために「中
堅企業」にも認められた中小企業向け金融機関からの貸し付けなどについては、既往貸し付けの借り換えと
いった必要が生じるような場合には、危機対応時と同様の条件での貸し付けが認められるような対応が必要
となるケースも発生しよう。
４）今後の問題点
―長期借り入れへの対応
以上見てきたように、２０年下期からの世界同時不況の影響を受け、部品メーカーの財務体質は相当痛ん
でいると評価できる。とくに資金繰り対策として導入された長期借入金の返済負担は、今後売り上げの急拡
大を予想できない現局面では経営の圧迫要因となる。
―研究開発投資
自動車単体に起因するＣＯ２排出量の減少、あるいは交通システム全体からのＣＯ２排出量の減少などが
広範囲に要求されている現状では、エネルギー源としての電力の利用（燃料電池車両、電気自動車、 プラ
グイン・ハイブリッド車・ハイブリッド車）、在来型エンジンの燃費効率の一層の向上、非在来型燃料（植
物由来含酸素燃料、脂肪酸メチルエステル燃料、天然ガス燃料）に加え、パワートレインの如何を問わず車
両重量の軽減など従来になく広範囲にわたって次世代自動車に向けての要素技術開発等が必要とされてい
る。これらの多種の技術開発成果がどれほどの生産ボリュームを持つ製品として結実するかについては従来
以上に予測が困難であり、このような「多産多死」型の研究開発行動への協力が「組み立てメーカー」から
要求された場合、あるいは自ら率先して行う場合いずれにしても研究開発投資の損失リスクは一層高くなる
ことが予想される。
従来の、自動車部品メーカーのR&Dに対する資金配分は業界全体をおしなべて見ると、損失リスクをコン
トロールする意味合いからか売上高比でのコントロールがなされている。（図―２０）
部品業界全体を概観すると２００８年の異常値（売上高の急降下を受けて研究開発費の売上高に対する比
率が相対的に上昇）を除き、おおむね売上高比４．２％前後で安定的に推移している。今後のＲ＆Ｄ投資も
従来と同様の考え方でコントロールをうけるとすると、当然売り上げ絶対額の下落に比例して研究開発費も
減少傾向をたどる。
いずれにせよ短期の回収が見込めない研究開発費の原資を有利子負債で調達するという行動は合理性を
欠くのであり、今後次世代自動車に関して大幅な増額が必要となる研究開発項目については、その原資は、
公的資金による補助あるいは出資、あるいは、ＯＥＭとの一層強力なコラボレーションなどによる共同開発
など、財務面でのリスク低下措置が必要不可欠となろう。
によって、金融機関は中小企業者、住宅ローンの借り入れ者から申し出があった場合は貸し付け条件の変更の努
力を行うことが義務づけられた。また、貸し付け条件が変更された債権について一定の条件に合致する事業再建
計画を策定している場合は、この条件緩和を認めた債権は「貸し付け条件緩和債権」には該当しない旨のマニュ
アルが公表されている。http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20091204-1.html参照のこと。
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図―２０（出典：自動車部品工業会資料より高橋作成）
